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教員学術研究会（平成 30 年度）
平成 30 年 10 月 31 日 
パーソナルファブリケーション活用支援デザインについて
環境デザイン学科　助手　星ひかり
［はじめに］
多摩美術大学在学中より，数々の工作機械に触れる機会があった。卒業後の，レーザーカッター，3D プリンターを用
いた自身の創作活動とともに，SNS 上で集まったものづくりを推奨する女性のための団体「ものづくり系女子」での活
動や，その他仕事で関わった展覧会やアーティストの作品等について自己紹介もかねて説明した。
［研究概要］
2010 年代より，個人が購入して利用するには高価な 3D プリンターやレーザーカッターなどを安価に利用することがで
きるパーソナルファブリケーションツールを備えた工房が急増し，これまで手を動かしてものづくりをする経験がなかっ
た人でも，気軽に最新技術を用いて作品を作ることができるようになってきた。しかし，施設によって扱える機材や料金
形態がさまざまであり，利用する機材の検討や料金比較などがしづらい。ユーザーのやりたいことと工房がスムーズに結
びつかない現状を多々目にするようになり，また個人が作品を作ったとしても，発表する場が限られていたり，それ以降
の発展やユーザー間での情報共有をするまでには至っていないのが現状である。主として若い女性ユーザーの制作活動に
ファブリケーションツールや施設を役立てるため，まず機材に対する理解を深めた上で，すでにある情報や知識をまとめ，
パーソナルファブリケーションツールや関連施設を個人の制作に役立てるためのわかりやすく開かれた情報デザインの実
現を目指す。
［Fab 施設について］
3D プリンター，レーザーカッターをはじめとした個人で扱うことのできるアナログ，デジタルの工作機械を備えた工
房のことは「Fab 施設」と総称されている。全国に施設数が増え続けており，特に商業施設内での加工サービスなどの
小規模な開設が増えている。主にインターネット，スマートフォンの普及により仕事の方法や発表の場が広がったのに伴
い，個人のものづくりの多様性が拡大した。しかし，工房は工作機械をそろえているだけでは収益化につながらないこと
が多いため，各施設がワークショップなどを開催し，ものづくりを始めるまでのハードルの高さを解消するなど，工房利
用だけにとどまらない運営方法をまだ構築している段階であるといえる。
［ワークショップ企画，各工作機械のレシピ化の検討］
2017 年 8 月 2 日（水）～8 月 7 日（月）の間，日本橋三越本店「おとなこども博　親子ものづくり工房」イベントに於
いて，LED で目が光るフェルトマスコット，ブローチを制作するワークショップを実施した。電子工作に初めて触れる
参加者にもわかりやすい簡単な配線を用意し，また手芸で想像力を育むとともに何かの制作に没頭するという非日常的な
体験を提供することができた。多くの人は日常，作品をつくる経験が少ないために，自分がものづくりを行う姿が想像で
きなかったり，難しそう，とても無理といった印象を抱くことが多い。そういった初期のハードルを取り除くワークショ
ップの次の段階として，サンプルを制作し成功例を示し，そのために必要な工程やコツなどを具体的にまとめる各工作機
械のレシピ化をするための検証を行っていった。レーザーカッターをはじめ，刺繍コンピューターミシンや UV プリン
ターといったデジタル工作機械を用い，参加者の技術の向上を図るとともに，簡単な作例や工作機械の設定の違いにより
生じる細かな差異のサンプルを作成し提示した。
［まとめ］
今後はさらに，それぞれのデジタル工作機械の基本的な使い方，加工方法をわかりやすく提示し，第二段階として素材
による出来上がりの違いやプラスアルファの簡単な加工技術を導入したサンプルを作成し，多様化に対応していく。幅広
い人に見てもらうためのブログ作成や，イベント，通販サイトなどで頒布できる冊子形式での発表も行う。将来に対する
展望としては，ユーザー同士の共感を得られ，新しい形のものづくり環境が広まり，気軽にものづくりが行われる社会を
目指したい。
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平成 30 年 10 月 31 日 
生活改善同盟会から台所改善へ
環境デザイン学科　准教授　礒野さとみ
はじめに
近年の研究としては，昭和初期に展開した台所改善について取り上げている。この研究は，およそ農村地域の住宅を対
象とした改善活動であることから，近代の都市住宅に関する研究の一環としてまとめ上げた学位論文とは，かかわりが無
いように思われる。しかし，学位論文で取り上げた生活改善同盟会とつながっており，生活改善同盟会の研究を行ったか
らこそ始められた研究課題ともいえる。そこで今回は生活改善同盟会から台所改善に至った経緯について述べた。各県で
行われた昭和初期の台所改善に関する研究を進める上で，図書館や大学の研究機関などに所蔵されている資料だけでなく，
古書店のサイトでの出会いも重要なカギを握っていた。何処にも所蔵されていない貴重な資料との予期せぬ出会いも，研
究の楽しい側面である。
住宅改良会と生活改善同盟会
日本の近代住宅史の分野では，明治の後期から大正期そして昭和戦前期における都市住宅の形成に影響を与えたといわ
れる団体として，住宅改良会と生活改善同盟会がある。住宅改良会は当時唯一といえる住宅の専門雑誌『住宅』（大正 5 年
―昭和 18 年）を刊行している。この会の会主は住宅専門会社ともいえる「あめりか屋」の創設者でもあった。住宅改良会
そして「あめりか屋」については内田青蔵氏が長年にわたり研究なさっている。その成果から建設戸数や建設場所などが
分かってきているが，明治 43 年以降に「あめりか屋」によって建設された住宅戸数は 514 戸に上るという。
生活改善同盟会が住宅建設を行わなかったことは，衣食住・社交儀礼といった生活の諸側面における改善指標を打ち出
し，それを記載した冊子類を刊行していることからも知られる。しかし研究を始めた頃には，社会教育史や生活史の中に
半官半民の団体として紹介される程度で，全体像をはじめ諸活動についても何ら明らかにされているとは言えない状況で
あった。
生活改善同盟会の設立背景と住宅改善調査委員会の代表的な活動について
生活改善同盟会の設立は，大正期の文部省（現在の文部科学省）で新しい課を設置するところから始まる。明治の学制発
布から始まった学校教育について再度検討がなされ戦前の教育体制を作ったといわれる臨時教育会議が開かれたが，大正
7 年 12 月の答申から，文部省内に通俗教育を担当する専任官そして新たな課として第四課が設置された。欧米視察から
戻った乗杉嘉壽は，第四課の初代課長となる。そして通俗教育に関する活動を開始していくが，先の答申内容に答えるこ
とができる活動組織として，半官半民で運営できる生活改善同盟会を文部省の外郭団体として誕生させたのである。
生活改善同盟会の中には，衣食住など生活に関わる諸分野の委員会を設けており，住宅関係は住宅改善調査委員会が設
立した大正 9 年から活動をしている。住宅改善調査委員会において目指した方向性を具体的に 1 棟の建造物として示され
たことはよく知られるところである。大正 11 年に上野公園で開かれた平和記念東京博覧会の会場内に文化村という日本
で初めての住宅展示場ができる。この会場に 14 棟建設されたが，そのうちの 1 棟がこの住宅である。当時の小規模住宅
としては斬新ともいえる居間中心形の間取りで，大正期の住宅に対する考え方をよく表している。
昭和期に入ると生活改善同盟会は，台所に関する記事や冊子を刊行している。あわせて生活改善功労者を表彰するとい
った活動もみられ，昭和 4 年には福岡県内の黒
くろ
土
つち
村と角
つ
田
だ
村で行われた台所改善の活動に対して生活改善功労者として表
彰している。農村地域である黒土村の改善活動については，当時広く知られていたと推測できるものの，改善した具体例
は不明であった。数年前，古書店情報でこの福岡県の台所改善に関する資料に巡り合った。これが契機となり，台所改善
に関する研究に着手したのである。
福岡県下の台所改善から山口県下の台所改善へ
生活改善同盟会による福岡県の 2 村の表彰は，福岡県内において台所改善が如何に進められたかを知る手がかりとなる。
福岡県では，昭和 3 年には県主催で生活改善展覧会が開催され，その展示においても都市部向けの台所とともに農村地
域向けの台所が展示されている。翌年からは県下の台所改善状況をまとめた冊子を刊行しており，現時点では 4 回刊行さ
れたことが分かっている。このうち 2 回目以降に刊行された冊子を確認している。福岡県の特色は，先の生活改善展覧会
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において県嘱託の真鍋博愛氏がかかわった 50 円でできる台所にみえる。このように金額を目安として表に出す方法は，
福岡県の独自な方法であると捉えている。そして福岡県の活動の特徴的な側面を学会発表した際にアドバイスを頂き，こ
れを元に現在は山口県へと資料調査を進めている。
山口県においても福岡県と同様，台所改善に関する冊子を山口県学務部が刊行しており，そこからは福岡県の黒土村の
影響を受けて活動を開始していることが明らかである。資料の面では，山口県内には台所改善に関する資料が多く残され
ており，山口県文書館所蔵の戦前期の資料の一部は国の重要文化財に指定されている。これらの資料を分析し，さらに研
究を深めていきたいと考えている。なお，大正末から昭和 2 年にかけて山口県内で展開した台所改善は，勤倹奨励運動と
のかかわりについては生活文化史学会大会（平成 29 年）にて発表し，県の主導による婦人たちの視察活動から始まる台所
改善については『学苑』923 号にまとめている。
平成 31 年 3 月 6 日 
学校建築における建築計画学を振り返る
環境デザイン学科　教授　木村信之
1．はじめに
第二次世界大戦後の欧米における教育改革の動向が日本に紹介され，学校建築変革の胎動が見られるようになったのは
およそ 50 年前のことである。戦後の学校施設整備は，戦災で焼失した施設の復興，第一次ベビーブームによる児童生徒
数の激増への対応，教育制度改革による新制中学校の新設などの施設需要に対応する量的整備を最優先課題としていたが，
1970 年代に入り，量的整備達成の見通しが立ち，質的充実を図る機運が感じられるようになった。
2．建築計画の系譜
建築計画という分野が現在の形で定着したのは第二次世界大戦後のことである。様々な建物の空間規模・構成を扱う領
域が建築計画であるが，その草創期，第二次世界大戦後の民主的な社会における生活のあり方を実現するために，人々の
住まい方の実態を調査し問題点を提起しようとした京都大学の西山夘三らの研究，東京に在って公共住宅や各種公共施設
建設のためのバックデータの提供を要請されることとなった東京大学の吉武泰水らの研究・モデルプランの設計が始めら
れ，今日の建築計画学の骨格が形成されていった。こうした，実態調査とバックデータやモデルプランの社会への還元が
もたらした初期の成果が，西山による食寝分離の提唱と，東京における 2DK（公団 51C 型）の実現であった。n（L）DK
型の椅子座の生活スタイルの提唱は，建築計画が人々の暮らしを劇的に変えることができるということを世に知らしめる
成果であったと言えよう。
3．オープンスクールの設計
開かれた学校＝オープンスクールとして展開された学校建築は，学校の教育や子どもたちの学校生活を劇的に変えるた
めのアプローチであった。明治以来の，効率的に知識・技術を伝達する教示の場としての教室という閉ざされた空間を開
き，子どもたちが自らの興味・関心を探究し，自ら学んでいく力を育てることのできる学習空間を提供することが目標で
あった。このような考えを持つ建築家たちによって，教室の壁を開くオープンスクールが日本でも造られるようになって
いった。その中心にいたのが東京都立大学の長倉康彦で，1970 年代から 90 年代にかけて数多くのオープンスクールの設
計に携わり，筆者はその時代を大学院生・助手として過ごす幸運に恵まれた。
4．オープンスクールの展開
オープンスクールの狙いの一つは，一人の教員とクラスの子どもたちという，閉ざされた教室を開くことであり，複数
の教室に連続する多目的スペースを設け，教室との間の壁を取り払い，複数の教員と複数のクラスの子どもたちを単位と
したティーム・ティーチングを促すもので，教室群と多目的スペースによる，「廊下拡張型」と呼ばれる形式をベースと
している。そして，学校全体の多目的スペースと学年単位の二段階構成，特別教室のための多目的スペースの設置や，多
目的スペースの様々な方向への普通教室の配置，少人数のための小空間の付置，多目的スペースに安定した学習コーナー
を設けやすくする工夫などがなされ，多様な空間構成が実現していった。
中・高等学校においては，小学校の学年単位の空間構成ではなく，教科単位の，いわゆる教科教室型の空間構成が模索
され実現していった。
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₅．学校建築の実証的研究
設計提案と実空間の検証のサイクルが，建築計画の存在意義であると考える。
1970 年代から 80 年代前半は，オープンスクールの使い方の研究に意欲的に取り組み，専門家の助言も得ながらティー
ム・ティーチングの実践に取り組むようになっていった。これら，先導的なオープンスクールの実際の使われ方を観察調
査し，その効果を検証することが可能となった。そして，教室空間だけでは実現できなかったであろう，様々な学習活動
の展開を記録することができた。
これらの成果が，1984 年からの小・中学校への多目的スペース設置に対する施設補助制度に繫がり，全国で多目的ス
ペースを持つ学校が当たり前のように造られ始め，子どもたちの自ら学ぶ力を育てることを目的に総合的学習を導入した
ゆとり教育と呼ばれるようになる学習指導要領の改訂が行われた。
6．おわりに
多目的スペースと総合的学習は，多くの知見と成果を残したものの期待されたほどの成果をもたらすことができなかっ
た。そのソフト面の要因としては，総合的学習を熟知した教員がほとんどいない中でスタートしたことによる混乱があっ
た。多くの場合，従来の教科学習とは別に総合的学習という新たな教科が加わったかのような受け取られ方であったので
はないだろうか。従来の教科学習の内容を総合的学習の中でも学習できるようにするための授業準備は物理的に厳しいも
のだったと思われる。2011 年から 13 年にかけての学習指導要領の改訂では，総合的学習が大幅に縮減された。ハード面
では，ゆとり教育への批判と相まって小泉改革の中で 2007 年に小・中学校施設整備に対する国庫補助制度が改変され，
多くの市町村では学校の施設面積を縮減する動きが起こり，大きな多目的スペースを持つ学校は造られなくなっていった。
しかしながら今日，アクティブ・ラーニングとして子どもたちが自ら学ぶ力を身につける学習の必要性に光が当てられ
ることとなった。その成功のためにはハード面ではオープンスクールの空間のあり方，ソフト面ではゆとり教育の再検証
が必要である。
本書は，空気調和・衛生工学会で編纂されたテキストブックであり，空気調和に携
わる専門家だけでなく幅広い読者を対象に，新進気鋭を中心とする研究者 25 名が執
筆している。私たちが快適で健康に生活するのに必要な温熱環境条件として，人体を
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